
第３ 【提出会社の状況】 

  

  
１ 【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

  

  

②【発行済株式】 

  

  

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 4,763,632,000 

計 4,763,632,000 
 

種類 

第２四半期会計期間末 

現在発行数 (株) 

(平成28年９月30日) 

提出日現在 

発行数 (株) 

(平成28年11月15日) 

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 1,191,528,000 同左 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

完全議決権株式であり、株主

としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式でありま

す。なお、単元株式数は100

株であります。 

計 1,191,528,000 同左 － － 
 

― 13 ―



（2）【新株予約権等の状況】 

当社は、当第２四半期会計期間において、新株予約権を発行しております。当該新株予約権の内容は、次のと

おりであります。 

  

 （イ）平成28年７月１日開催の取締役会決議 

  

（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下、「付与株式数」という）は、1,000株とします。 

 ２．当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとし

ます。 

      調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

 また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下、総称して「合併等」という）を行う場合、

株式の無償割当てを行う場合、その他上記の付与株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償

割当ての条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で付与株式数を調整することができます。ただし、以上まで

の調整により生じる１株未満の端数は切捨てるものとします。 

 ３．（1）新株予約権者は、当社取締役の地位を喪失した日の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使するこ

  とができるものとします。 

     （2）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。かかる相続人

による新株予約権の行使の条件は、下記（3）の契約に定めるところによります。 

   （3）その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当て契約」に定めるところによります。 

 ４．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

下、総称して「組織再編成行為」という）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点において

残存する募集新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という）の新株予約権を、以下の条件に基づきそ

れぞれ交付することとします。この場合において、募集新株予約権は消滅するものとします。ただし、以下

の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。 

（1）交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

組織再編成行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株予

約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。  

（2）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類  

再編成対象会社の普通株式とします。 

 

決議年月日 平成28年７月１日 

新株予約権の数（個） 278（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 278,000（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額 
株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに新株予約
権の目的となる株式数を乗じた金額とする。 

新株予約権の行使期間 
平成28年８月９日から 
平成58年８月８日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額 

発行価格  1,000株当たり302,000円 
資本組入額 1,000株当たり151,000円 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会
の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 
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（3）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数としま

す。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切捨てるものとします。 

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案のう

え、調整した再編成後の行使価額に、新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額としま

す。 

（5）新株予約権を行使することができる期間 

「新株予約権の行使期間」欄に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再

編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、同欄に定める募集新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとします。 

（6）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とします。 

（7）新株予約権の行使の条件 

「新株予約権の行使の条件」欄に準じて決定します。 

（8）再編成対象会社による新株予約権の取得事由 

以下に準じて決定します。  

①当社は、新株予約権者が「新株予約権の行使の条件」欄の権利行使の条件に該当しなくなった等に

より権利を行使し得なくなった場合又は権利を放棄した場合、新株予約権を無償で取得することが

できるものとします。 

②当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得すること

ができるものとします。  

             a.当社が消滅会社となる合併契約承認の議案  

             b.当社が分割会社となる会社分割契約又は会社分割計画承認の議案 

             c.当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

③新株予約権者が新株予約権割当て契約の条項に違反した場合、当社は新株予約権を無償で取得する

ことができるものとします。 

  

 （ロ）平成28年７月１日開催の取締役会決議 

  

（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下、「付与株式数」という）は、1,000株とします。 

  

 ２．当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとし

ます。 

      調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

 また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下、総称して「合併等」という）を行う場合、

株式の無償割当てを行う場合、その他上記の付与株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償

割当ての条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で付与株式数を調整することができます。ただし、以上まで

の調整により生じる１株未満の端数は切捨てるものとします。 

 

決議年月日 平成28年７月１日 

新株予約権の数（個） 72（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 72,000（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額 
株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに新株予約
権の目的となる株式数を乗じた金額とする。 

新株予約権の行使期間 
平成28年８月９日から 
平成58年８月８日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額 

発行価格  1,000株当たり302,000円 
資本組入額 1,000株当たり151,000円 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会
の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 
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 ３．（1）新株予約権者は、当社執行役員の地位を喪失した日（新株予約権者が当社の取締役に就任した場合は

取締役の地位を喪失した日）の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使することができるものとしま

す。 

     （2）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。かかる相続人

による新株予約権の行使の条件は、下記（3）の契約に定めるところによります。 

   （3）その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当て契約」に定めるところによります。 

 ４．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

下、総称して「組織再編成行為」という）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点において

残存する募集新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という）の新株予約権を、以下の条件に基づきそ

れぞれ交付することとします。この場合において、募集新株予約権は消滅するものとします。ただし、以下

の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。 

（1）交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

組織再編成行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株予

約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。  

（2）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とします。 

（3）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数としま

す。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切捨てるものとします。 

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案のう

え、調整した再編成後の行使価額に、新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額としま

す。 

（5）新株予約権を行使することができる期間 

「新株予約権の行使期間」欄に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再

編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、同欄に定める募集新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとします。 

（6）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とします。 

（7）新株予約権の行使の条件 

「新株予約権の行使の条件」欄に準じて決定します。 

（8）再編成対象会社による新株予約権の取得事由 

以下に準じて決定します。  

①当社は、新株予約権者が「新株予約権の行使の条件」欄の権利行使の条件に該当しなくなった等に

より権利を行使し得なくなった場合又は権利を放棄した場合、新株予約権を無償で取得することが

できるものとします。 

②当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得すること

ができるものとします。  

             a.当社が消滅会社となる合併契約承認の議案  

             b.当社が分割会社となる会社分割契約又は会社分割計画承認の議案 

             c.当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

③新株予約権者が新株予約権割当て契約の条項に違反した場合、当社は新株予約権を無償で取得する

ことができるものとします。 
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（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

（4）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成28年７月１日～ 
平成28年９月30日 

－ 1,191,528 － 30,572 － 30,572 
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（6）【大株主の状況】 

平成28年９月30日現在 

（注）１．上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）              21,004千株     

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）            17,808千株 

  

２．平成28年９月26日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、FMR LLCが平成

28年９月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期

間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。 

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社セブン‐イレブン・ジャパン  東京都千代田区二番町８－８  453,639 38.07 

株式会社イトーヨーカ堂  東京都千代田区二番町８－８  46,961 3.94 

株式会社ヨークベニマル  福島県郡山市朝日２－18－２  45,000 3.77 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 
（常任代理人 香港上海銀行東京支店）  

ONE  LINCOLN  STREET,  BOSTON  MA  USA 
02111  

30,232 2.53 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）  

東京都港区浜松町２－11－３  23,885 2.00 

BBH FOR MATTHEWS ASIA DIVIDEND FUND 
（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀
行）  

4 EMBARCADERO CTR STE 550 
SAN FRANCISCO CALIFORNIA  

21,764 1.82 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会
社（信託口）  

東京都中央区晴海１－８－11  20,506 1.72 

株式会社三井住友銀行  東京都千代田区丸の内１－１－２  15,000 1.25 

第一生命保険株式会社 
（常任代理人 資産管理サービス信託銀行
株式会社）  

東京都千代田区有楽町１－13－１  15,000 1.25 

JP MORGAN CHASE BANK 385174 
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営
業部）  

25 BANK STREET, CANARY WHARF, 
LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM  

14,340 1.20 

計 － 686,327 57.60 
 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（千株） 
株券等保有割合

（％） 

FMR LLC 
245 Summer Street, Boston, 
Massachusetts 02210, USA 

48,373 4.06 
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（7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成28年９月30日現在 

（注）「単元未満株式」の欄の株式数には、当社所有の自己株式28株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

平成28年９月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。  

  

 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

100 
－ 

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

1,191,496,600 
  

11,914,966 
同上 

単元未満株式 31,300 － － 

発行済株式総数 1,191,528,000 － － 

総株主の議決権 － 11,914,966 － 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社セブン銀行 

東京都千代田区丸の内一
丁目６番１号 

100 － 100 0.0 

計 － 100 － 100 0.0 
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